
1985080004.tif

1985doc  99.7.8 4:56 PM  ページ 762

ソ連・東欧諸国にbける経済改革の新たなうねり

－－－背景と現状一一一

I Vi たな筏済改革の刊m
II fキ凶における経済改7れの諸相

ソ連・東欧諸国では， 1978～79年を境として経

済改革の新たな高揚が始まっている。改革施策の

具体的内符，完成度は国により差があるが，改革

のうねりは1980年代に入って以降も持続してお

り， 80年代後半には各国なりの改革の全容が確定

されそうな雲雲行きである。本稿は，これら経済改

革の試み，模索の現況を，今日可能なかぎり把握

しようとするものである。

I 新たな経済改革の背景

今回の改革のうねりは， 1960年代中葉（その開始

特集にあたって

ドら いずみ きみ お

平 泉公雄

｜｜寺Wlは，国により63～68年の問でばらつきを持つ）に

まりを見せた「60年代改革Jに続くものである。

したがって今回の改革を歴史的に把握するために

は，前回の改革以降の動きを概観する必要があ

と：， 0 

周知のようにソ連・東欧各国は， 1950年代の高

度日立長のあと， 60年代前半に著しい成長鈍化に直

面した。当時各国は，成長鈍化。〉原因を，悶民経

済における外延的（エクステンンブ〕成長源泉の枯

渇に求め，新たな成長源泉を，技術革新を軸とす

る集約的（インテンシブ〕発展に求めた。その際各

国は，旧来の計岡管理システムが集約的成長瀬泉

の発掘に対し，最の一面的追求や生産余力の隠と

く等，阻害的に作用するとの認識を等しく持った。

本特集は， 1980年代中葉においてソ連・東欧諸国が解決を迫られている諸問

題のうち，とくに重大な意味を持つ経済改革を取り上げる。各国別の詳細な現

状分析は，経済改革に関すゐかぎりソ連とハンガリーに限定されたが，それを

補完するため，各国の状況を簡単に概観した小論をつけ加えた。一方，改革の

ひとつの某本タイプを代表する東ドイツについては，これをとりまく経済環境

の特殊性を明らかにする目的で，東西ドイツ閉経済関係なとくに取り上げた。

またポーランドについては，ソ連型集権制システム導入以前の状況を見るべく，

歴史分析的モノグラフを配置した。
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こうした認識にもとづき，、／｝車・東欧諸国は，成

長戦略のなかに二つの要素を持ち込んだ。第1

に，西側先進資本主義諸国との経済交流の活発化，

第2に，硬直化した集権的計岡管理方式の改善，

商品・貨幣諸関係の積極的利用，がそれである。

西側先進諸国との経済交流は，フルシチョフの登

場による「雪どけj，対西側緊張械和に支えられ

つつ，すでに1960年代初頭から通常の貿易取引の

的発化として開始されてし、たが， 60年代後半には

余業問の直接的生産協力，つまり産業協力がこれ

に加わり，飛躍的発展を遂げていった。一方経済

改革も，対西側経済支流の活発化と歩調を合わせ

つつ，各国で一斉に実施に移された。

ととごろが1968年のチェコ事件を契機として，転

換が起こる。対西側経済交流は，ひきつづき発展

を続けたが，経済改革は，これ以降後退に転じた

のであるo というのは， 1960年代改革のなかでも

とくにラデイカルな（市場指向的）内容を有してし、

たチェコスロパキアの経済改革構想、，およびこれ

を代表していた改革派が，フサーク政権の登場以

降，修正主義として政治的に葬られ，ハンガリ－

a'.'除くソ連・東欧諸国がこの流れに同調したから

である。というより，市場指向型経済改革が苧む

政治的インパクトにソ連・東欧諸国が気付き，ま

ず，フサーク政権にチェコ改革を流産させ，つい

で各国の改革政策から市場指向的要素を一掃する

ことに向かったと言った方が正確であろう。

幸い，西側技術の導入に助けられ，ソ連・東欧

各!Alの経済実績が1960年代後半から70年代前半に

かけ｜：昇に転じたため，改革後退路線はさしたる

困難に直面しなかった。たとえば 1970年代前半

に，東西デタントの本格的展開を背景として，各

国は工業近代化政策（各種近代化プロジヱクト〉に一

斉に着手したが，西側諸国は技術移転，資金供与

ソ i'E ・米欧諸国における総計し史 11＇•.の新たなうねり

に比較的｜協力的であった。むろんこの過程で，対

両側貿易収支は赤字を記録しつづけたが，その規

模もさほど危険な水準になかった。

だがこの「幸福なる時代Jは， 1973年秋の第1

次オイルショックの勃発によって終わりをつげ

た。なぜならオイルショック後，原燃料価格の高

騰と深刻化した世界不況下で，輸ILl工業製品価格

の低迷による交易条件の悪化，輸出の不振が著し

く進行したからである。こうしたなかで，対外収

支赤字が慢性化する一方，その赤字幅も急速に拡

大したのであり，それは対西側累積債務の危機的

膨張をもたらした。もちろんオイルショックによ

る経済的影響は，国により大きく異なった。資源

輸出国であるソ連，ポーラン Fの場合，交易条件

はむしろ好転した（少なくとも惑化Lなかった〉。そ

の他の諸国でも，チェコスロパキア，ルー7 ニア

の交易条件悪化は相対的に職微であった。しかし

ハンガリー，東ドイツのそれはかなり深刻であっ

た。だがソ連，ポーランドの場合には，食料問題

の深刻化といういまひとつ別の問題が存在した。

両国の農業生産，とりわけ穀物生産は，ソ連では

1979年以降，ポーランドでも76年以降，ほぼ恒常

的な低迷を続けた。 1978年まで比較的順調な穀物

生産をつづけたソ連にしても，食肉消費の急激な

増大を背最に，飼料穀物消費が穀物の国内生産を

上廻るテンポで拡大したため，すでに72年以降恒

常的な穀物輸入国に転落しており，その輸入量は，

75～78年間においてさえ年平均約1500万トンに達し

ていた。その後ソ連の穀物輸入庶は，農業不振の

開始とともに1979年には約：3000万人‘日l年には約

4200万トン，例年には約5300万九へと飛躍的な増加

を遊げた。

オイルショック後交易条件の悪化した諸国やポ

ーランドの場合，高度成長路線の再検討を早期に

3 
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行なっていれば，対西側累積債務の膨張もそれほ

ど危機的様相を見せずに済んだと思われる。しか

し現実には，第2次オイルショックが起きるまで，

この面での路線転換はなされなかった。その背景

としては，各国が，第1次オイルショック後の世界

経済の見通しを誤ったことが挙げられる。第1次

オイルショックを「一時的な漉乱Jとみなし，原

油価格の再下落，世界経済景気の急速な回復を予

想したのがそれである。ところが実際には，オイ

ルショックによる価格構造の激変は恒常的性格を

持つことが，その後明らかとなった。

し、ずれにせよ各国は，上記の予測に基づき高度

成長戦略を1973年以降も続行したが，その際，世界

市場価格を国内価格に十分反映させる措置を採ら

なかった。そのため国内の企業，消費者は，エネル

ギー・原料価格の上昇に直面することなく，したが

ってそれらの節約を強制されるこどもなかった。

こうしてこれら諸国のエネルギー・資源消費量は，

従来どおりのテンポで急激な拡大を続けたのであ

り，その輸入量も歯止めなく増大していった。

しかし，対外収支赤字につけを回すこうした路

線は，長期的に継続しうるものではない。事実，東

欧諸国の高度成長路線は，外圧によって転換を余

犠なくされるにいたった。第1に， 1978年ごろか

ら西側金融界が，ポーランドの対西側累積債務の

急膨張に警戒を強め，対ポーランド融資に慎重に

なり始めた。こうした抑制的姿勢は， 1979年にい

たり，第2次オイルショックとソ連のアブガニス

乍ン侵攻を契機に， J挙にソ連・東欧全体にび／｝

げられた。つL、でこれにとどめ会刺すように，

1980年にはポーランド事件が勃発し，同年12月の

戒厳令実施主ときっかけとして，この資金供給ノξイ

デはほぼ完全に閉じられてしまったのである。

第2にソ連が， 1978～79年頃から対東欧エネル

4 

ギー供給の抑制を口にしはじめた。 1980年にはコ

スイギンが， 81～85年間の対東欧エネルギー供給

を前5カ年比20伝増 (1976～80年間の増加率は， 43

ふ〉に抑えると正式に表明した。事実1981年以降，

原油，石油製品は，その供給量が絶対的に削減さ

れるにいたった。かくて西側資金供給の途絶とソ

連のエネルギー供給抑制に直面した東欧諸国は，

いやおうなく高度成長路線の放棄，経済引締め政

策への転換，対外収支の均衡回復を経済運営の中

心に据えざるを得なくなった。

もっとも各国の成長率鈍化は，経済引締め政策

への転換（早い悶で1979年以降）に先立ち， 70年代

後半にすでに明確となっていた。これは，交易条

件。、悪化と対西側輸出不振による国民所得の喪失

が，対外信用の取入れだけではカバーしきれなU、

ほどに大きかったことを背景としている。オイル

ショックで膨大な利益を得たソ連も1970年代後半

に成長率鈍化に直面したが，それは，コメコン内

資源輸入諸国とは事情を異にする。この国の場

合，成長率鈍化の原因としては，以下のものが草寺

えられる。

(1) 対東欧諸国貿易で実現した黒字の相当部分

が累積慣権化し，圏内建設に投下できなかった，

(2) 対西側貿易における交易条件の改善が，プ

ラント類輸入の場合はそれほど大きくなかった，

(3) 交易条件の改善で得られたハードカレンシ

ーの相当部分が，穀物を中心とする農産物輸入に

よって失われた，

(4) 投資資源のうち農業分野向けのシ ；＿，：.fが苦

しく上昇したにもかかわらず農業生産が低迷会続

けたため，生産国民所得の拡大（成長テンポの上昇）

に結びつかなかった，

(5) 動員可能資源のかなりの部分が，軍事目的

に投入され，生産的に利用されなかった，
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(6）採掘条件の悪化により，採掘産業への投資

が，それに見合った生産量去の増加を伴わなかっ

た，

(8）鉄道，パイフ。ラインの建設等，輸出関連イ

ンフラストラケチャーの整備にかなりの投資資源

がrr,1けられ，／七時能力の]fl践的拡大には結びつか

，なかった，

等がそれである。この他，資源，機械・設備の

浪費的利用，労働の枯渇等，従来からの諸要悶が

足をひっぱったことも十分考えられるが，基本的

原因は，せっかくの交易条件改善による利益弘

国内生産の成長加速化に生かし切れなかった点に

あったといえる（成長鈍化の原因には，経済循環的要

閃もあ〉たと思われるが，ここではこれら会無視した）。

II 各ffilにおける経済改革の諸相

経済成長環境の全般的悪化，成長テンポの鈍化

を背景に，各国は目をふたたび経済計画管理メカ

ニズムの欠陥に向け始めた。これが， 1970年代末

以降今日までつづく経済改革の背景である。

したがって各問の経済改革は，共通の目的を掲

げている。（1）労働生産性，資本効率，資源・エネ

ルギー利用効率等，経済効率の抜本的引上げ，（2)

品質の向上，（3）国際競争力の向上， 14）技－術革新の

推進，等がそれである。いうまでもなく，これら

の目的は，相互依存的関連を有してヤる。

また，これらを実現するための諸方策が，企業・

労働集団に対し経営資源の効率的運用を強制する

「ムチ原理」に主として依拠する一方，課題の実

現に応えた企業・労働集団に対・しては，従来上り

柔軟な物質的報酬を保証する「アメ原理jを用意

する点でも，各国は共通している。

だが政策意図や個々の施策に見られる多くの共

ソ連・東欧諸国における綴済改革の新たなうねり

通性にもかかわらず，経済計酎管理メカニズムの

改善方向には，明瞭に区別されうる二つの基本的

タイプが看取される。その第1は，行政的集権制

原理を徹底して貫徹するなかで改善を追求する集

権型タイプであり，第2は，市場調整機能の一層

の能動化によって改善を追求する市場分権型タイ

デである。前者は，東ドイ、ソによって代表され，

チェコスロパキアがこれに追従しつつある。後者

は，ハンガリーによって代表され，ポーランドが

これをめざしている。ソ連は，目下「実験！を実

施中であり，必ずしも方向が明確でないが，本特

集の長砂論文から筆者がえた印象では，東rイツ
型に向かう可能性が大きい。一方ブルガリアは，

集権保I］（；；十画の指令的性格）の維持は明確であるが，

その枠内での市場的諸関係の積極化がかなり追求

されている。したがって今後ブルガリアは，ハン

ガリー型が良好な成果をえた場合には，この方向

に向かう可能俳ーもある。いずれにせよ現段階で東

ドイツ型を目ざしていないことはたしかなように

思われる。

東ドイツ型とハンガリー型をいま少し詳細に見

ることにする。

東ドイツでは， 1970年代の再集権化期に，企業

の統合化，企業連合（VVB）の組織化が積極的に

進められた。ついで1979～80年間にはVV Bがこ

れより大規模なコンピナートに再編成され今日に

いたっている。 vvBは同業種生産企業向上の水
平的統合体であり，経営車邸哉と位置づけられつつ

も実質的には行政的中間管理機関であったが，コ

ンピナートは，技術的連関を軸に諸企業を組織し

た垂直的統合体である。相互依存的諸企業による

統合体であるため，傘下諸企業に対するコンビナ

ートの支記カは，その技術的某盤からしてVVB  

のそれよりはるかに強力で、あり，法的にもコンビ

ラ
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ナート長には，傘下企業聞での生産能力再編成な

どVV Bにはなかった権限が与えられている。

コンビナー卜体制の確立につぺき， 1981年末～

82ifには，コンビナート体制に対応する計岡管理

メカニズムの基本的枠組が形成された。これを貫

く基本的性格は，中央統制の強化であった。それ

は，以下の諸点にあらわれてし、る。

第1に，計耐と経済計算制（独立採算制）のより

緊密な結合である。これの意味するところは，ひ

とたび、下達された計画諸課題は，コンビナート・

企業次元の事情による中途変挺をl認められず，

積算定の基準として厳格に適用されると言うこと

である。計画課題のなかには，（1）原価計画（商品

生産高100マルク当りの原価・基本資材原価・管理原価〕，

(2）生産品目構成，（3）資材・エネノレこvー消費ノルマ
（原単位入（4）純生産（付加価値），手I］潤，企業純所

得（利潤＋取引税＋生産フォンド使用料〕，（5）各投資プ

ロジェクトにかかわる具体的な指示や指標，（6）ハ

ードカレンシー獲得，（7）在庫のと限や回転促進課

題，（8）品質，等が含まれている。これらインプッ

ト・アウトプットにかかわる諸課題を遂行しなか

ったコンビナートには，物質岡，ポスト面で厳格

な制裁が適用されるが，上記諸課題を超過達成し

たコンビナートには，種々の物質的特典が供与さ

れることになっている。計画諸課題は，技術革新

を前提としつつも，年々改善が要求される。かく

てコンビナートおよびその傘下の企業は，年々引

上げられる計画諸課題をてこにたえざる効率向上

を強制されるわけである。

中央統制強化の第2の柱は，中央管理レベルで

作成される物材ノξランス表の増大である。これ

は，コンビナー卜における資材・設備の調達と納

入に対する直接的中央統制が拡大されることを意

味する。

6 

以上のように東ドイツ型は，一方で大規模経営

組織体制を編成し，他方でこれに対する中央の統

制を強化する（同時に，コンビナー卜内部の集権化も

進める）構造を有している。これは襖雑化した産

業構造の下での集権制原理の唯一可能な適用形態

と言うことができる。

・)jハンガリーでは，本特集の拙稿が詳論して

いるように，（1）大規模企業体制の練和（一部巨大

企業の解体，巨大企業傘下の一部事業所の独立企業化，

各種小規模企業・経営方式の育成）， (2）競争的市場構

造の形成促進（市場支配・競争制限行為の禁止，業種

規制の緩干日）， (3）企業所得の配分に対する中央的規

制の廃止，（4）市場需給関係にもとづく価格形成の

促進等，中央統制の縮小と企業の自主性拡大が追

求されている。

むろんここでも実績主義と効率強制が追求され

ることに変わりはない。しかしここでの実績主義

と効率強制は，直接行政的なものでなく，市場競

争を通じる経済的強制に力点がおかれている。国

家による効率強制は，（1）企業に対する一律主義的

租税公課負担の引上げ，（2）効率向上以外の諸手段

による収益引上げ（たとえば不当利得価格〕の禁止

に表現されているだけである。

東ドイツ，ハンガリー以外の諸国における経済

改革の動向を以下で簡単に概観しておく。

チェコスロヴァキアでは， 1980年に「1980年以

降における国民経済計画管理システムの改善措

置Jが決定され， 80年代計画管理システムの枠組

が設定された。その内容は，第1に， 「部門経済

単位jという大規模経営組織の設立，第2に，実

績主義の強化，第3に，内外価格の連携強化を通

じる，価格面からの予算制約のハード化，第4に，

技術革新の推進と資材・エネルギー・労働力の節

約をめざす新しい義務計画指標の導入である。し
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かし印刷年以降における計「改持措間一｜の実施状

況はかなり緩慢であるといわれる。全体ーとしてチ

τ コスロパキ Y の「経済改革｜は，東ドイツ型~

Hざし〆つつも，その徹！底’Itに欠けていることが特

徴でああのただし，縦済学者の聞では近年改革論

議が活発化L、iii場分権引の改革構想、がII＇，されて

し、 －＇5lごし、わオLる。

ポーランドでは， 1981年末から的年初］にかけ経

済改革関連法規が集中的に制定された。その内察

は，（1)111央経済計酎の指令的件：格の放棄，（2）義務

指標や指令にかわる経済的規制用具の導入，（3）食

業資産の管理，処分而での岡常企業の意思決定権

l恨の拡大、（4)1.可営企業の財務的独立性強化，（5）一

般の同内生産・商業企業への貿易権限賦与，（6）多

様な価格形態、，とりわけ自由イ耐格の広範な導入，

(7）企業経営管理への労働者自主管理の導入，をそ

の特徴としている。これら諸特徴のうち（1）～（6)

は， 1968年ハンガリー純済改革（改革第1段階）の

諸特徴に対応し，（7）は，同じくハンガリーの85年

改革（改革第3段階）に照応している。つまりポー

ランドの路線は，ハンガリーのそれと完全に一致

している。

ただ，経済改革問題政府全権委員会報告「1983

年における縦済改革の実現過程在諸結果に関する

報告j (1984年6月22日閣議承認）によれば，「1983

年における経済機能システムは，再建途1：にある

経済機能システム！であり， 「圧倒的意義を持つ

新しい諸要素と並んで，同時に一同一・古い管理モデ

ルの諸要素もあらわれたJと位置づけられてい

る。換言すれば，戒厳令後の経済混乱に起悶する

経済的諾不均衡のlどで，新メカニズムは，Lパまだそ

の機能を十分に果たしえてし、ない。今後の見通し

としては，ヤルゼ／レスキ政権は改革続行の意思を

明らかにしており，当面，行政による経済介入が

ソJI,.東欧諮問における経済改本の新たれうねり

緊急避難的措置として続けられるにせよ，一定の

均衡問復とともに改革プログラムの実施が進行す

る可能性が強い。ただし労働者自主管理は，元来

政治的町カの下で導入されたものであり，今後む

しろ骨抜きにされる可能性の方が大きいQ

ブルガリアでは， 1978年4月以降，分権化の方

向が明確となったの 1968～76年間の再集権化期に

は，東ドイツの VVBに対応する月 C0（国家絞
済波ft)とその！Iミ業版たる AhK〔農：I：裕子ヤ｛本〉
が広範に組織され， 1972年にはJlCO・AnKをさら

に統合するHc R c全国経済複合体）構想、も
された。その後1978年に一時コンビナート方式が

強調されたこともあったが，今日ではこれら大規

模経常組織の強調は影をぴそめ，代わづて新しい

企業間協力形態として「協会jが提唱されている。

「協会jは，余業の任意参加経営組織であり，行

政的統合体でなく，ここには国家計両諸課題も下

されない。

1978年6月の党・閣僚会議布告第29号「経済組

織の権限と責任の拡大につし、てj以降，79年中に，

産業部門ごとの改革関連法規が公布され，改革が

開始された。これらの実験をふまえ，その集大成

として1981年12月には「紙済メカニズムに関する

法令j （閣僚会議布符第53号〉が公布された。

この新緑済メカニズムは，集権制の枠組を維持

しつつも，規制方法の重点を行政指令的方法から

繰済的アプローチに移動させようとする点に特徴

を有している。より具体的には，次のような特徴が

見られる。（1）経済計算制原則の徹底，（2）経済的規

制用具の活用，（3）経済組織の権限拡大（行政的干渉

の除去，相瓦責任の徹底）.(4）義務指標の削減，（5）多

様な価格形態（自尚仙i格を含む〉の導入，（5）企業所

得分配方式の簡素化，長期安定的・一律主義的ノ

ルマチーフの設定，（6）賃金フォンドの決定におけ

7 
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る「残余」原則（一定の対外支払義務遂行後に残され

た財源を賃金に回してよい）の導入，（7）投資財源に

おける自己資金比率の引上げ，投資プロジェクト

の判定における審査方式の採用，投資判定基準へ

の収識不の採用，経済組織裁量の投資支出に対す

る制約の緩和，等がそれである。

以上のように，ブルガリアの新経済メカニズム

は，個々の側面ではハンガリー・モデノレと共通す

る点が多い。むろん計耐の指令性は畷持され，ハ

ンガリー・モデノレとはその根幹において異なる

が，新たに持ち込まれた諸要素は，集権制を弱め

る方向で作用する。したがってこのメカニズムは，

内的整合性に欠け，システムとして安定しない。

それゆえ，今後，再集権化か一層の分権化かをめ

ぐる激しい葛藤が避けられないだろう。

ソ連においては，長砂論文で詳論されているよ

うに，プレゾネフ末期の1979年7月に新しい動き

が開始された。この「1979年決定」自体は， 70年

代の再集権化期に進行した諸傾向を集体成した性

格が強かった。しかし後任のアンドロポフによる

「83年決定j‘これにもとづく「経済実験jは，企

業・合同の経済的自主性・権限・責任の拡大を前

面に押し出すことで，かなり風向きを変えた。実

際「実験jでは，義務計両指標数の削減や経済的

ノルマチーフの役割向上などが実施されており，

そのかぎりで分権的要素が見られる。しかし今後

の展望について言えば，集権制から分権制への移

行の可能性はかなり小さいように思われる。とい

うのは，長砂論文によれば，ソ連の改革論者たち

の聞でさえ，（1）大規模生産合同（コンビナート）の

形成，これら大規模経済組織の経済的自主性・権

限拡大が主張される一方 (2）生産手段卸売商業の

発展にはほとんど関心が向けられていないとされ

ているからである。分権制の下で企業に対し効率

8' 

向上を強制するには，行政的強制にかえて市場的

強制を展開させる以外に道はないと思われるが，

そのためには市場構造自体を競争的構造に再編成

することが必要である。しかるに，行政的に組織

された大規模綾済組織の存在，行政的機械・資材

補給制の存続は，これと根本的に対立するのであ

る。むしろこうした方向は，東ドイツ型により近

いと見られる。

最後に，東ドイツ型とハンガリー型の「優劣J

について若干ふれたい。過去数年間の経済実績

は，明らかに東ドイツがハンガリーを凌駕してい

ることを示している。東ドイツ，ハンガリーとも

対外不均衡の回復に成功したが，その下での成長

テンポは東ドイツの方がはるかに高かったからで

ある。だがここから，ただちに東ドイツ型の優位

性を結論づけるととはできないだろう。なぜな

ら，本特集の貝出論文が詳細に解明したように，

東ドイツには西ドイツからの強力な資金供給ノξイ

プが存在し，東ドイツは，対外均衡上の制約にお

いて他の東欧諸国よりはるかに有利だからであ

る。こうした有利な条件を持たない東欧諸国（ソ

速を除く）が，厳しい世界経済的環境の下ではたし

て東ドイツ型の道を成功裏に歩めるものなのか，

筆者には大いに疑問なのである。

（アジア経済研究所調査研究部〉
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